
   統合監査部
新事業開発本部
  NLV事業統括部
  NV事業統括部
  フィナンシャルサービス事業推進部
人事総務本部
   人事部
   グローバル人材開発部
   総務部
   リスク管理部
   法務・知財部
   渉外部
企画・財務本部
   経営企画部
   財務部
   経営管理部
   プロセス・IT部
   コーポレートコミュニケーション部
デザイン本部
技術本部
  研究開発統括部
  技術企画統括部
生産本部
  生産戦略統括部
  BD製造統括部
  EG製造統括部
調達本部
エンジンユニット
  エンジン開発統括部
  コンポーネント統括部
PF車両ユニット
  技術統括部
  PF車両開発統括部
  原価革新統括部
  コンポーネント統括部
CS本部
  アフターセールス統括部
  部品統括部
MC事業本部
 第1事業部
 第2事業部
  企画推進統括部
  品質保証統括部
マリン事業本部
 ME事業部
  開発統括部
 ボート事業部
  マーケティング統括部
 AM事業部
 海外市場開拓事業部
ビークル＆ソリューション事業本部
 IM事業部
 RV事業部
 SPV事業部
  UMS事業推進部
  プール事業推進部
 特機事業統括会社（YMPC）  

NLV: ニューランドビークル
N V : ニューベンチャー
I T : インフォメーションテクノロジー
B D : ボディ（車体）
E G : エンジン
P F : プラットフォーム
C S : カスタマーサービス
MC: モーターサイクル
ME : マリンエンジン
AM : 自動車用エンジン
I M : インテリジェントマシーナリー（産業用ロボット）
R V : レクリエーショナルビークル
SPV: スマートパワービークル
　　　（電動アシスト自転車、電動二輪車など）
UMS: Unmanned System（アンマンド システム）
YMPC: ヤマハモーターパワープロダクツ株式会社

株主総会
 監査役会 監査役室

取締役会

社長 経営会議
 リスク・コンプライアンス委員会  

組織図
2016年4月1日現在

百万円
2011 2012 2013 2014 2015

各事業年度
売上高 ¥1,276,159 ¥1,207,675 ¥1,410,472 ¥1,521,207 ¥1,615,350 

地域別売上高:
日本 146,503 152,283 147,806 162,824 166,017

海外 1,129,656 1,055,391 1,262,665 1,358,383 1,449,333

商品別売上高:
二輪車 887,556 798,676 928,203 977,580 1,015,986

マリン 178,929 196,320 243,362 276,367 303,433

特機 100,257 103,588 126,722 142,204 161,450

産業用機械・ロボット 34,326 30,813 32,261 38,942 48,699

その他 75,089 78,276 79,922 86,113 85,780

売上原価 1,000,113 972,607 1,091,706 1,148,357 1,187,927

営業利益 53,405 18,598 55,137 87,249 120,436

経常利益 63,495 27,267 60,092 97,279 125,231

当期純利益 26,960 7,489 44,057 68,452 60,023

資本的支出 45,049 48,788 56,800 65,871 64,064

減価償却費 33,578 34,278 36,407 37,667 44,324

各事業年度末
総資産 ¥   900,420 ¥   962,329 ¥1,146,591 ¥1,310,040 ¥1,305,236 

純資産 309,914 341,561 422,792 503,224 531,700

円

1株当たり情報
1株当たり当期純利益 ¥       77.23 ¥       21.45 ¥     126.20 ¥     196.06 ¥     171.89

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 77.23 — 126.20 196.04 171.88

1株当たり配当金 15.50 10.00 26.00 40.00 44.00

従業員数 54,677 53,958 53,382 52,662 53,306

5年間の主要連結財務データ
ヤマハ発動機株式会社及び連結子会社
2011年12月31日、2012年12月31日、2013年12月31日、2014年12月31日及び2015年12月31日に終了した事業年度
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千台 千台 増減率（%）
2014 2015 2015/2014

日本 123 110 (11.1)%

北米 79 89 13.0

欧州 191 209 9.4

アジア注 4,819 4,286 (11.1)

その他 587 524 (10.7)

合計 5,799 5,218 (10.0)%

注 日本を除く

市場別二輪車販売台数

産業用機械・ロボット事業 その他の事業
百万円 増減率（%） 百万円 増減率（%）

2014 2015 2015/2014 2014 2015 2015/2014

日本 ¥13,776 ¥19,359 40.5% ¥59,242 ¥58,174 (1.8)%

北米 2,012 2,792 38.8 2 0 (78.5)

欧州 5,206 4,793 (7.9) 2,240 4,971 121.9

アジア注 17,409 20,901 20.1 3,687 3,312 (10.2)

その他 538 851 58.3 20,940 19,322 (7.7)

合計 ¥38,942 ¥48,699 25.1% ¥86,113 ¥85,780 (0.4)%

注 日本を除く

二輪車事業 マリン事業 特機事業
百万円 増減率（%） 百万円 増減率（%） 百万円 増減率（%）

2014 2015 2015/2014 2014 2015 2015/2014 2014 2015 2015/2014

日本 ¥45,987 ¥46,289 0.7% ¥26,612 ¥26,607 (0.0)% ¥17,204 ¥15,586 (9.4)%

北米 53,357 67,575 26.6 145,081 176,488 21.6 84,467 110,055 30.3

欧州 116,037 136,185 17.4 41,697 39,187 (6.0) 23,011 17,456 (24.1)

アジア注 612,159 628,705 2.7 16,051 18,696 16.5 5,723 5,931 3.6

その他 150,038 137,231 (8.5) 46,924 42,454 (9.5) 11,796 12,420 5.3

合計 ¥977,580 ¥1,015,986 3.9% ¥276,367 ¥303,433 9.8% ¥142,204 ¥161,450 13.5%

市場別売上高

市場別データ
ヤマハ発動機株式会社および連結子会社
2014年12月31日および2015年12月31日に終了した事業年度

二輪車販売台数

日本
（千台）
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概況

2015年12月期（以下「2015年」）における経済環境は、

米国では内需主導による景気回復が緩やかに続き、欧州では

テロ等地政学的リスクを抱える中、個人消費が牽引し、緩や

かな景気回復が続きました。また、日本では個人消費は弱含

みしましたが、景気回復基調が続きました。アジア・中南米な

どの新興国では、資源価格下落・中国経済悪化・通貨安など

の影響から、景気減速感を強める結果となりました。

主な当社関連市場については、米国では二輪車・船外機の

需要が緩やかに回復し、欧州では二輪車の需要が回復しまし

た。また、日本では、二輪車の需要は減少し、電動アシスト自

転車の需要は前年並みとなりました。新興国においては、ベト

ナム・フィリピン・台湾で需要は増加しましたが、インドネシ

ア・ブラジル・中国などで需要は減少しました。

このような経営環境の中、2015年の売上高は1兆6,154

億円（前期比941億円・6.2%増加）、営業利益は1,204億円

（同332億円・38.0%増加）となりました。

事業部門別売上高・営業利益

二輪車事業

二輪車事業全体では、売上高1兆160億円（前期比384億

円・3.9%増加）、営業利益319億円（同90億円・39.1%増

加）となりました。

先進国の販売台数は北米・欧州で増加、日本では大型二

輪車は増加、原付は減少しました。新興国の販売台数はベト

ナム・フィリピン・台湾などで増加、インドネシア・ブラジル・中

国などで減少しました。

売上高は、MTシリーズ等の新商品効果や高価格商品の販

売増加により、増収となりました。また、営業利益は、規模効

果・商品ミックス効果・コストダウンなどの増益要因が、新興

国通貨安・開発費増加などの減益要因を吸収して、増益とな

りました。

マリン事業

マリン事業全体では、売上高3,034億円（前期比271億

円・9.8%増加）、営業利益602億円（同144億円・31.5%増

加）となりました。

北米での大型船外機・ウォータービークルの販売増加や円

安効果などにより、増収・増益となりました。

2015年実績2014年実績
0

90

45

135

180

販管費増加
コストダウン

規模・商品効果

償却費増加

営業利益

開発費増加原材料価格変動 為替影響

営業利益

+87.2

+32.5

+17.7

+1.9
+8.5 –6.8

–6.7 –13.9

+120.4

2015年12月期の経営成績の分析

事業別売上高比率
（2015年12月期）

営業利益変化要因
（十億円）

市場別売上高比率
（2015年12月期）
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事業別売上高
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34

32

39

86

161

303

1,016

49

二輪車 日本

特機

その他

マリン 海外

産業用機械・ロボット

二輪車

その他産業用機械・ロボット

特機

マリン

10.0%

62.9%
18.8%

3.0%
5.3%

日本

海外
89.7%

10.3%

特機事業

特機事業全体では、売上高1,615億円（前期比192億円・

13.5%増加）、営業利益132億円（同67億円・102.5%増加）

となりました。

レクリエーショナル・オフハイウェイ・ビークル（ROV）のライ

ンナップ拡充などによる販売増加により、増収・増益となりま

した。
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産業用機械・ロボット

産業用機械・ロボット事業全体では、売上高487億円（前

期比98億円・25.1%増加）、営業利益78億円（同27億円・

54.2%増加）となりました。

サーフェスマウンターの販売台数はアジア・日本を中心に

増加しました。日立ハイテク社からの資産譲受による事業吸

収も進み、売上高増加に貢献しました。

その他の事業

その他の事業全体では、売上高858億円（前期比3億円・

0.4%減少）、営業利益74億円（同4億円・5.6%増加）となりま

した。

電動アシスト自転車は、新商品効果・新規顧客開拓などによ

り、国内・海外ともに販売台数が増加しました。

所在地別売上高注1・営業利益

日本

売上高7,183億円（前期比592億円・9.0%増加）、営業利

益428億円（同56億円・15.1%増加）となりました。

販売台数は、MTシリーズを中心とした先進国向け二輪車、

北米向け大型船外機、電動アシスト自転車で増加しました。

北米

売上高3,934億円（前期比781億円・24.8%増加）、営業

利益272億円（同154億円・129.7%増加）となりました。

販売台数は、主に大型船外機やレクリエーショナル・オフハ

イウェイ・ビークル（ROV）などで増加しました。

2015年12月期の経営成績の分析

二輪車出荷台数
（千台）
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欧州

売上高1,989億円（前期比86億円・4.5%増加）、営業利

益103億円（同55億円・114.9%増加）となりました。

二輪車の販売台数は、MTシリーズなどの新商品投入効果

により増加しました。

アジア

売上高7,658億円（前期比455億円・6.3%増加）、営業利

益385億円（同111億円・40.3%増加）となりました。

二輪車の販売台数は、ベトナム・フィリピン・台湾などで増

加し、インドネシア・中国などで減少しました。

その他の地域

売上高1,620億円（前期比206億円・11.3%減少）、営業

利益47億円（同53億円・52.8%減少）となりました。

二輪車の販売台数は、ブラジル・アルゼンチンなどで減少し

ました。
注1　所在地別セグメントの売上高はセグメント間の内部売上高を含んでいます。

損益の状況

研究開発費

当社グループは、「感動創造企業」を企業目的とし、その実

現のために「モノ創りで輝き・存在感を発揮し続ける会社」と

して成長を続けています。当社のモノ創りの基準は「ヤマハら

しさ」、それは「独創のコンセプト」であり、「卓越した技術」で

あり、また造形における「洗練された躍動感」でもあります。
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「豊かな生活」「楽しい移動」「人・社会・地球にやさしい知

的技術」という3つの領域への挑戦を続け、パワーソース、車

体・艇体・機体、それらの最適制御技術を進化させながらイノ

ベーションによって独創的な提案を行い、高性能・軽量・低燃

費・コンパクトなどのコア技術を追求しながら論理と感性を

紡いだ「モノ」で具現化し、デザインの個性を大事にしてさら

にお客さまを魅了する形・質感・艶をつくり込むために積極的

な研究開発活動を行っています。

また、ヤマハらしい「モノ」を届けることにより世界各地のお

客さまと強く結び付くことを目指し、当社を中心にグローバル

な研究開発体制を構築して、国内、海外関係会社との密接な

連携のもとで研究開発活動を推進しています。

そのような中、当社グループ全体の研究開発費は、913億

円となりました。

営業外収益・費用

営業外収益と営業外費用を相殺した営業外収支は、48億

円のプラス（前期比52億円・52.2%減少）となりました。これ

は受取利息99億円（前期78億円）、北米子会社における販

売金融資産評価差益20億円(前期 販売金融資産評価差損

7億円)や販売金融関連収益19億円（前期5億円）、主にアジ

ア・中南米子会社における為替差損92億円（前期 為替差益

51億円）などによるものです。

特別利益・特別損失

特別利益と特別損失を相殺した特別損益は、26億円のマ

イナス（前期５億円のプラス）となりました。これは主に当社や

国内子会社における固定資産売却損13億円（前期2億円）や

固定資産処分損11億円（前期10億円）、固定資産売却益5

億円（前期4億円）によるものです。

2015年12月期の経営成績の分析

資本的支出
減価償却費 潜在株式調整後1株当たり当期純利益

1株当たり当期純利益 純資産
自己資本当期純利益率（%）

資本的支出及び減価償却費
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注   2012年の潜在株式調整後1株当たり 当期
純利益は、潜在株式が存在しないため 記載
していません
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法人税等

法人税等は542億円（前期比299億円・123.0%増加）と

なりました。前期比での増加は「移転価格税制に関する事前

確認（APA）」についての日米相互協議の結果を受け、米国子

会社において法人税等の追加納付356億円が発生したこと

や、当社における繰延税金資産144億円を追加計上したこと

などによるものです。

少数株主利益

少数株主利益は、主としてYamaha Motor Vietnam 

Co., Ltd.、台湾山葉機車工業股份有限公司、PT. Yamaha 

Indones ia  Motor  Manufactur ing、Industr ia 

Colombiana de Motocicletas Yamaha S.A.、India 

Yamaha Motor Pvt. Ltd.等の少数株主に帰属する損益か

らなり、84億円（前期比34億円・66.5%増加）となりました。

資本の財源及び資金の流動性

資産及び負債・純資産の状況

総資産は、前期末比48億円減少し1兆3,052億円となりま

した。流動資産はカナダでの卸ファイナンスの自社運営開始

などに伴う債権増加はあったものの、現金及び預金の減少や

為替換算影響などにより同11億円減少し、固定資産は為替

換算影響などにより同37億円減少しました。

負債合計は、買掛債務や退職給付に係る負債の減少、為替

換算影響などにより同333億円減少し、7,735億円となりま

した。

純資産合計は、当期純利益600億円、配当金の支払い

244億円及び為替換算調整勘定の変動275億円などにより

同285億円増加し5,317億円となりました。これらの結果、当

期末の自己資本比率は37.6%（前期末比2.5ポイント改善）、

D／Eレシオ（ネット）は0.6倍（前期末：0.6倍）となりました。

注2　自己資本比率：（自己資本+その他の包括利益累計額）/総資産×100（%）

設備投資

2015年は、合計641億円の投資を実施しました。

二輪車事業では、新商品やインド・パキスタンにおける生

産能力増強に377億円の投資を実施しました。マリン事業

では、新商品・研究開発・国内生産体制再編成に108億円

の投資を実施しました。特機事業では、レクリエーショナル・

オフハイウェイ・ビークル（ROV）の新商品等に98億円の投

資を実施しました。産業用機械・ロボット事業では21億円

の投資を実施しました。その他の事業では36億円の投資を

実施しました。

キャッシュ・フローの状況

2015年のキャッシュ・フローの概況につきましては、営業

活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益

1,226億円（前期：978億円）が、カナダでの卸ファイナンスの

自社運営開始に伴う債権増加及び売上増加に伴う運転資金

の増加668億円（前期：283億円の増加）、移転価格税制に

関する事前確認（APA）の合意に伴う米国での法人税の追加

納付などの影響を上回り、240億円の収入（前期：936億円

の収入）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、主にインドでの生産

能力増強のための設備投資や当社での固定資産の取得によ

る支出675億円（前期：619億円）などにより、640億円の支出

（前期：725億円の支出）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、運転資金や販売金

融のための資金調達などにより68億円のプラス（前期：89億

円のマイナス）となりました。

これらの結果、当期のフリー・キャッシュ・フローは400億

円のマイナス（前期：211億円のプラス）、当期末の有利子負

債は4,101億円（前期末比：65億円の増加）、現金及び現金

同等物は1,076億円（同：297億円の減少）となりました。な

お、有利子負債には販売金融に関する借入金が、2,025億円

（同：158億円の増加）含まれています。

2015年12月期の経営成績の分析

総資産及び総資産当期純利益率
（十億円） （%）

1株当たり純資産及び自己資本比率注2
（円）
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資金需要

当社グループにおける主な資金需要は、製品製造のための

材料・部品等の購入費、製造費用、製品・商品の仕入、販売費

及び一般管理費、運転資金及び設備投資資金です。

2015年12月期の経営成績の分析
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配当金

当社は、株主の皆様の利益向上を重要な経営課題と位

置付け、企業価値の向上に努めております。

2015年の配当につきましては、連結当期純利益の20%

を配当性向の下限としながら、積極的な成長投資と株主還

元・借入金返済のバランス、業績動向や内部留保など、経営

環境を総合的に考慮して実施しております。

2015年の期末配当につきましては、1株につき22円とさ

せていただきました。これにより、中間配当金（1株につき22

円）を加えた年間配当金は44円となりました。

資金調達の状況

運転資金については返済期限が一年以内の短期借入金

で、通常各々の会社が運転資金として使用する現地の通貨で

調達しています。設備投資資金については原則として資本金、

内部留保といった自己資金でまかなうこととしています。

　有利子負債の年度別返済額は下記のとおりです。
単位: 億円

区分 合計 1年以内
1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

短期借入金 2,207 2,207 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
長期借入金 1,895 392 548 487 418 9 42
注　長期借入金には、1年内返済予定の長期借入金を含んでいます。

株式の状況

株価は、前期末の2,442円から、当期末には2,744円に

なりました。自己株式を除く発行済株式総数は、前期末の

349,174,408株から、当期末には349,221,663株になりま

した。これらにより、株式時価総額は、前期末の8,527億円か

ら当期末には9,583億円になりました。
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ヤマハ発動機株式会社

本社
〒438-8501 静岡県磐田市新貝2500
TEL: 0538-37-0134
FAX: 0538-37-4250

設立
1955年7月1日

主な連結子会社
ヤマハ発動機販売株式会社
ヤマハモーターパワープロダクツ株式会社
Yamaha Motor Corporation, U.S.A.
Yamaha Motor Manufacturing Corporation of America
Yamaha Motor Europe N.V.
PT. Yamaha Indonesia Motor Manufacturing
Yamaha Motor Vietnam Co., Ltd.
Yamaha Motor Taiwan Co., Ltd.
India Yamaha Motor Pvt. Ltd.
Thai Yamaha Motor Co., Ltd.
Yamaha Motor do Brasil Ltda.

株式の状況
発行する株式の総数: 900,000,000株
発行済株式総数: 349,898,284株
株主数: 34,214名

大株主
ヤマハ株式会社 12.19%
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 10.80 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5.47 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4.31 
トヨタ自動車株式会社 3.57 
株式会社みずほ銀行 3.38 
三井物産株式会社 2.45 
株式会社静岡銀行 1.95 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 1.72 
ステート ストリート バンク ウェスト クライアント トリーティー 505234 1.16 

定時株主総会
定時株主総会は3月に静岡県磐田市において開催されます。

上場証券取引所
東京証券取引所

株式名義書換代理人
三井住友信託銀行株式会社
〒100-8233 東京都千代田区丸の内1丁目4番1号

監査法人
新日本有限責任監査法人

より詳しい情報をご希望の方は下記までご連絡ください。
ヤマハ発動機株式会社
コーポレートコミュニケーション部
IR・SRグループ
〒438-8501 静岡県磐田市新貝2500
TEL: 0538-37-0134
FAX: 0538-37-4250
http://global.yamaha-motor.com/jp/ir/

ヤマハ発動機ホームページで、ファクトブック、
ファイナンシャルデータをご覧いただけます。
http://global.yamaha-motor.com/jp/

東京証券取引所における株価及び売買高

所有者別株式分布状況

金融機関

その他国内法人

証券会社
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2015年12月31日現在
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注   2012年のインタレスト・カバレッジは営業活動によ
るキャッシュ・フローがマイナスのため記載していま
せん。

1株当たり配当金
配当性向（%）

2015年12月期の経営成績の分析

2016年12月期の見通し

次期の主要事業の需要見通しは、先進国市場では堅調な

景況感が継続し、新興国市場ではインドネシアやブラジルで

資源安・通貨安などにより不安定な状況が続くものと予想さ

れます。

このような想定の中、二輪車事業ではプラットフォームモデ

ルのさらなる市場展開、マリン事業では高いブランド力により

高収益性を維持し、特機事業ではレクリエーショナル・オフハ

イウェイ・ビークル（ROV）のスポーツ領域を強化し、各事業

の稼ぐ力を高めます。そして、そこから生み出される収益を成

長投資に充てることで、「ひとまわり・ふたまわり大きな個性

的な会社」を目指して持続的成長を図ってまいります。

なお、為替レートについては、米ドル117円（前期比4円の

円高）、ユーロ127円（同7円の円高）を前提としています。
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